
単位：千円

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流動資産 13,527,734 流動負債 10,633,661
　　現金及び預金 13,109 　　支払手形及び電子記録債務 1,333,988
　　受取手形及び売掛金 5,270,674 　　買掛金 5,820,304
　　商品及び製品 1,471,465 　　未払金 303,936
　　原材料及び貯蔵品 1,136,418 　　リース債務 58,794
　　半製品及び仕掛品 625,293 　　未払費用 1,447,430
　　繰延税金資産 0 　　未払法人税等 296,165
　　関係会社預け金 4,412,827 　　未払消費税 28,465
　　未収入金 454,031 　　預り金 5,812
　　未収消費税 0 　　賞与引当金 579,976
　　その他 143,917 　　製品保証引当金 757,084

　　為替予約 1,703
　　その他 4

　
固定資産 8,633,818 固定負債 1,414,544
　有形固定資産 7,866,216 　　退職給付引当金 514,103
　　建物及び構築物 1,644,037 　　リース債務 900,441
　　機械及び装置 4,129,553
　　車両運搬具 2,963 負　債　合　計 12,048,206
　　工具、器具及び備品 514,576 （純　資　産　の　部）
　　土地 442,132 株主資本 10,121,902
　　リース資産 876,111 　資本金 450,000
　　建設仮勘定 256,841 　資本剰余金 511,225

　　その他資本剰余金 511,225
　無形固定資産 80,716
　　ソフトウエア 79,103 　利益剰余金 9,160,677
　　その他 1,613 　　利益準備金 112,500

　　その他利益剰余金 9,048,177
　　　圧縮記帳積立金 4,403
　　　別途積立金 400,000

　投資その他の資産 686,885 　　　繰越利益剰余金 8,643,774
　　投資有価証券 66,280
　　繰延税金資産 559,955 評価・換算差額等 △ 8,556
　　その他 60,650 　その他有価証券評価差額金 △ 8,354

　繰延ヘッジ損益 △ 202

純　資　産　合　計 10,113,346
資　産　合　計 22,161,552 負　債　純　資　産　合　計 22,161,552

貸 借 対 照 表

（2020年 3月 31日現在）



個 別 注 記 表
2019年 4月 1日から
2020年 3月 31日まで

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式………………………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のある有価証券…………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。）
時価のない有価証券…………移動平均法による原価法

（２）棚卸資産……………………………総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

建 物……………………定額法
その他の有形固定資産……………………定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
（３）リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．重要な引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

（２）製品保証引当金

製品保証に伴う費用の支出に備えるため、特定の製品については個別に検討した補修

に必要な見積り額を計上しております。
（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（1３年）により、発生の翌事業年度より定額償却しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。



（１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総
額（千円）

１株当たり配
当額（円） 基準日 効力発生日

2019年6月14日  定
時株主総会

普通
株式

1,345,600 1,345.60 2019年3月31日 2019年6月14日

2019年10月24日
定時取締役会

普通
株式

500,000 500.00 2019年10月23日 2019年12月20日

1,845,600

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 21,279,914千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権(売掛金・未収入金・関係会社預け金) 9,264,657千円

短期金銭債務(買掛金・未払金・未払費用) 1,459,029千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業取引の取引高

売上高 43,144,291千円
仕入高 11,244,939千円

営業取引以外の取引高

受取利息及び受取配当金 8,085千円

支払利息 23,015千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数

リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している設備
（電子計算機ほか）があります。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 10,113円34銭
２．１株当たり当期純利益 1,087円01銭

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認等であり、

繰延税金負債の主な原因は、その他有価証券評価差額であります。

繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、実務対応報告第39号の取扱いにより改正前の

税法の規定に基づいて計算しています。


